
嶋田病院 居宅介護支援センター 重要事項説明書 

                                                              

１．嶋田病院 居宅介護支援センターの概要 

事業所名 嶋田病院 居宅介護支援センター  (事業所番号 1870102827号) 

所在地 福井県福井市西方１丁目２－１１ いちご在宅支援センター ４階 

電話番号 ０７７６－２１－７７１５ 

ＦＡＸ番号 ０７７６－２０－１１０１ 

サービス対象地域 ※ 

原則として福井市小学校区の下記区域とします。（50 音順） 

旭、足羽、麻生津、一乗、円山、岡保、上文殊、木田、啓蒙、酒生、順化、

清明、東郷、日の出、宝永、松本、豊、文殊、社西、社南、六条、和田  

  ※上記地域以外にお住まいの方でもご希望の方はご相談ください。 

 

２．従業者の職種、人数、及び職務内容 

（１）管理者：１名（主任介護支援員） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び居宅介護支援及び介護予防支援の利用の申し込み

に関わる調整、業務の実施状況の把握その他管理を一元的に行います。また、主任介護支

援専門員として介護支援専門員の相談支援及び困難ケースの対応を行います。 

（２）介護支援専門員  常勤職員 ：３名 

介護支援専門員は、訪問調査及び居宅サービス計画・介護予防サービス計画･サービス

担当者会議などの提供を行います。 

 

３．営業日及び営業時間 

通常月曜日から土曜日とする 午前 ８時３０分 ～ 午後 ５時３０分 

※ 但し、１２月３０日から１月３日を除く 

※ 緊急時は電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制とします。午後５時３０分

以降は事務所電話を携帯電話に転送。携帯電話は職員輪番で携帯。 

 嶋田病院 居宅介護支援センター ０７７６－２１－７７１５ 

 

４．ケアサービスの提供方法、内容 

（１） 居宅サービス計画・介護予防サービス計画の作成の開始に当たっては、当該地域におけ

る複数の指定居宅（予防）サービス事業者等に関するサービスの内容や利用料等の情報を

公平に利用者及びその家族に対して提供し、利用者に複数のサービス事業者の中から選択

を求めるものとします。 

（２） 介護支援専門員は、事業所の相談室及び利用者の居宅、その他必要と認められる場所に

おいて利用者の相談を受けます。 

（３） 居宅サービス計画・介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の有する能力、

既に提供を受けているサービス、その置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱

える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことが出来るように支援する

上で解決すべき課題を把握（アセスメント）します。 

 

 



（４） 前項に定める課題の把握については、利用者の居宅を一度以上訪問し、利用者及びその

家族に面接して行います。この際、面接の趣旨を十分に利用者及びその家族に対し説明し、

理解を得るものとします。 

（５） 利用者及びその家族の希望並びに利用者について把握された課題に基づき、サービスが

提供される体制を勘案して、目標及びその達成時期、留意点等を盛り込んだ居宅サービス

計画・介護予防サービス計画の原案を作成します。 

（６）介護支援専門員は、上記の把握を行うため、要介護の場合、１月に１回以上、要支援の

場合３月に１回以上、利用者の居宅を訪問するものとします。（モニタリング） 

（７） 居宅サービス計画・介護予防サービス計画の原案について、位置付けられたサービスの

担当者から、会議の招集、照会等により、当該原案の内容について、専門的な見地からの

意見を求めます。（サービス担当者会議） 

（８） 居宅サービス計画・介護予防サービス計画の原案について、位置付けられたサービスを

保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その種類、内容、利用料、当該サービス事

業所を位置付けた理由を含めた説明を行い、利用者から文書により同意を得ます。 

（９） 居宅サービス計画・介護予防サービス計画の作成にあたって、利用者から介護支援専門

員に対して複数の指定居宅（予防）サービス事業者等の紹介を求めることや、位置付けた

指定居宅（予防）サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能であること、作

成した居宅サービス計画・介護予防サービス計画の総数のうち、訪問介護、通所介護、福

祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下、この号において「訪問介護等」という。）が

それぞれ位置付けられた居宅サービス計画・介護予防サービス計画の数が占める割合並び

に作成した居宅サービス計画・介護予防サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの

回数のうち、同一の指定居宅（予防）サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものの占める割合等につき、文書の交付及び口頭による説明を行い、

利用者から文書により同意を得ます。（別紙参照） 

（10） 居宅サービス計画・介護予防サービス計画に、（介護予防）訪問看護、（介護予防）通所

リハビリテーションその他の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療サービ

スに係る主治医等の指示がある場合に限り行います。医療サービス以外の介護サービスに

ついて、主治の医師の医学的観点からの留意事項が示されている場合には、それを尊重し

ます。 

（11） 利用者が提示する被保険者証に、法第７３条第２項に掲げる事項に係る認定審査会の意

見又は法第３７条第１項に基づき指定されたサービスの種類についての記載がある場合

には、利用者にその趣旨（サービスの指定については変更の申請が出来ることを含む。）

を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画・介護予防サービス計画

を作成します。 

（12） 居宅サービス計画・介護予防サービス計画の作成または変更に当たっては、利用者の自

立した日常生活の支援を効果的に行うため、原則として特定の時期に偏ることなく、計画

的にサービス利用が行われるよう努めます。 

 

５．要介護・要支援認定の申請等に係る援助 

（１） 介護支援専門員は、被保険者の要介護・要支援認定等に係る申請に対して、利用者の意

思を踏まえ、必要な協力を行います。 

（２） 要介護・要支援認定等を受けていない利用申込者については、申請が既に行われている

か否かを確認し、申請が行われていない場合には利用者の意思を踏まえて速やかに申請が

行われるよう利用申込者を援助します。 

（３） 要介護・要支援認定等の更新の申請が、遅くとも現在の要介護・要支援認定等の有効期

間が終了する１か月前にはなされるよう、利用者に対して必要な援助を行います。 

 



６．利用料など   

（１） 居宅介護支援及び介護予防支援の提供を行った場合、要介護・要支援認定を受けられた

方は、介護保険制度から全額給付されるため自己負担はありません。ただし、保険料の滞

納等により法定代理受領ができなくなった場合は、別紙の要介護・要支援度に応じた基本

料金及び該当する加算料金を徴収させていただきます。事業所からサービス提供証明書を

発行いたしますので保険者に提出しますと払い戻しを受けられます。 

（２） 居宅サービス・介護予防サービスの提供を行う際には、あらかじめ利用者や家族に対し、

サービスの内容及び費用について説明を行い書面により同意を得ます。 

 

７．個人情報の保護 

（１） 利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働

省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」を遵守し適切な取扱に努めます。 

（２） 事業者が得た利用者及びその家族の個人情報については、居宅サービス計画・介護予防

サービス計画の立案に当たりサービス担当者会議やサービス事業者との連絡調整に対し

ての情報提供を行う場合以外には原則的に利用しないものとし、情報提供については利用

者及びその家族の同意をあらかじめ書面で得ておくものとします。 

 

８．秘密保持等 

（１）事業者及びその従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。 

（２）事業者は従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる

ため、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持する旨を従業者との雇用契

約の内容とします。 

 

９．苦情対応 

（１） 居宅介護支援及び介護予防支援契約第１５条に基づき、利用者からの苦情に対応します。

事業所の従業者全員が苦情もしくは要望に対応させて頂きます。窓口での受付は口頭で行

いますが、「要望箱」を設置し文章による受付も行います。なお、第三者委員に直接苦情を

申し出ることもできます。 

          苦情解決責任者     山田 紀子    （管理者） 

    第三者委員      清川 忠［連絡先］０７７６－２３－２９１２ 

          要望箱設置場所    いちご在宅支援センター４階 事務所入り口 

（２） 苦情処理の流れ 

    

   

   

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

①利用者 

③事業所苦情担当 

②介護支援専門員・第三者委員 

④事業所での苦情処理検討 

利用者 

⑤介護支援専門員に苦情の解決内容を報告 

⑤第三者委員に苦情の解決・改善内容を報告 



① 利用者、ご家族より苦情･相談の申し出 

② 苦情･相談内容、利用者の意向等の確認と記録 

③ 受け付けた介護支援専門員が相談、苦情の内容及びその状況等、事業所担当者へ報

告 

④ 事業所での苦情処理検討 

⑤ 苦情の解決内容、方法を利用者、第三者委員及び担当介護支援専門員に伝える 

※ 苦情申出人は第三者委員の助言や立会いを求める事が出来ます。尚、第三者委員の立会

いによる話し合いは、第三者委員による苦情内容の確認、解決案の調整・助言、話し合い

の結果や改善事項等の確認を行います。 

（３） その他 

当事業所以外に、お住まいの市町及び福井国民健康保険団体連合会の苦情･相談窓口等に

苦情を伝えることができます。 

 

苦情申立機関 

福井県国民健康保険団体連合会       ℡ ０７７６－５７－１６１１ 

福井市福祉保健部保健衛生局介護保険課    ℡ ０７７６－２０－５７１５ 

福井県運営適正化委員会（ハート支援室） ℡ ０７７６－２４－２３４７ 

 

１０．事故発生時の対応 

（１） 指定居宅介護支援事業及び指定介護予防支援事業の提供によって事故が発生した場合

及び事業者の作成した居宅サービス計画・介護予防サービス計画により提供を受けたサー

ビスによって事故が発生した場合は、速やかに下記の連絡を取り対応します。また、事業

者の責めに帰すべき事由によって損害が発生した場合は、速やかに損害を賠償します。 

（２） 事故発生時の流れ 

介護支援専門員が利用者宅訪問時等の事故発生時  ①～④ 

サービス提供事業者がサービス提供時の事故発生時 １～５ 

 

 ケアプランに位置づけたサービス提供事業者  １ サービス提供時に事故発生  

 （訪問介護、訪問リハビリ、通所介護、･･･等）   

     ２ ケアプランを作成した 

介護支援専門員に連絡 

 

 

 居宅介護支援事業所 

及び介護予防支援事業所 

①  利用者宅訪問時等に事故発生 

    

 

                            

                             

                                 

 

 利用者の家族等  保 険 者  

 

 ４ ③ 救急車、病院、主治医等 ※緊急の場合はすぐに連絡 

 

 

３ ② 家族等 

へ連絡 

５ ④ 保険者へ連絡（事態によって） 



１１．虐待防止に関する事項 

 （１）事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講じ

ます。 

 ① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につ 

いて従業者に周知徹底を図る。 

② 虐待防止のための指針の整備。 

③ 虐待を防止するための定期的な研修の実施。 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置。 

 （２）事業所は、サービス提供事業所従業者又は養護者(利用者の家族等高齢者を現に養護する

者)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを福井市に通報

します。 

 

１２．感染症対策 

事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措

置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をお

おむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹

底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備。 

③ 事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研

修及び訓練を定期的に実施。 

 

１３．身体拘束等の禁止 

（１）事業者は当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）

を行いません。 

（２）身体拘束等を行う場合にはその態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録します。 

 

１４．業務継続計画の策定等 

（１）事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

（２）事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施します。 

（３）事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行います。 

 

１５．その他重要事項 

（１） 事業の実施に当っては、関係市町、地域の保健・医療・福祉サービスと綿密な連携を図

り、総合的なサービスの提供が行えるように努めます。 

（２） 事業者は、介護支援専門員の資質の向上を図るため研修の機会を設け、また、勤務体制

を整備します｡ 

 

 



（３） 事業所は、適切な指定居宅介護支援及び指定介護予防支援の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

（４） 事業者は介護支援専門員実務研修、法定研修等における実習受け入れ態勢を整備し、人

材育成への協力体制を確保します。 

（５） この規定に定める事項の他、運営に関する重要事項は医療法人健康会と居宅介護支援事

業所及び指定介護予防支援事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとします。 

 

１６．担当の職員 

（１） 職員は、常に身分証明証を携帯しておりますので、必要な場合はいつでも、その提示を

お求め下さい。なお、事業所の管理者に苦情等ありましたら御遠慮なく御連絡下さい。 

（ ℡ ０７７６－２１－７７１５ ） 

 

１７．担当職員の変更 

（１） 利用者はいつでも担当の職員の変更を申し出ることができます。その場合、変更を拒む

正当な理由がない限り、変更の申し出に応じます。 

（２） 事業者は、担当の職員が法人内職場異動や退職する等正当な理由がある場合に限り、担

当の職員を変更することがあります。その場合には、事前に利用者の了解を得ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

嶋田病院居宅介護支援センター 

サービス利用割合等 説明書 

 

①前６か月間（令和６年９月１日から７年２月２８日）に作成したケアプランにおける、訪問介

護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

訪問介護 19.4％ 

通所介護 51.2％ 

地域密着型通所介護 11.3％ 

福祉用具貸与 67.6％ 

 

②前６か月間（令和６年９月１日から７年２月２８日）に作成したケアプランにおける、訪問介

護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提

供されたものの割合 

訪問介護 SOMP0ケア   27.5％ 花笑み     15.0％ うららヘルプ   14.4％ 

通所介護 いちご福井     45.3％ いちごみのり  10.9％ 羽水きらめき   8.7％ 

地域密着型通所介護 いちごライフ   49.4％ ｻﾝﾎｰﾑ一乗ﾃﾞｨ  18.0％ 花むつ苑ディ   12.4％ 

福祉用具貸与 ﾒﾃﾞｨﾍﾟｯｸ      37.2％ アルクス    12.4％ 端野ﾒﾃﾞｨｶﾙ   10.9％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



利用料金表                 令和０６年０４月現在 

１．基本利用料金    

 
 

 
 

 
 
この基本料金は事業所の担当利用者件数により金額が変わることがあります。 

 

２．加算料金（介護予防支援は初回加算のみ算定可）    

初回加算（介護予防） ３００単位／月 新規にアセスメントを行い介護、予防サービス計画を作成し、

指定介護予防支援を行った場合に算定。 

初回加算 ３００単位／月 新規、要支援→要介護、要介護度が２区分以上変更の場合 

特定事業所加算Ⅱ ４２１単位／月 事業所評価の加算。主任ケアマネ配置、常勤介護支援専門員３

名以上配置、定期的な会議、24 時間連絡体制、計画的研修の実

施、包括からの依頼受け入れ、法定研修等における実習受入事

業所となるなど人材育成への協力体制の整備、包括等が実施す

る事例検討会等への参加、他法人が運営する居宅介護支援事業

所と共同で事例検討会開催、特定事業所集中減算を受けていな

い等が条件。 

入院時情報連携 

加算Ⅰ  

加算Ⅱ 

 

２５０単位／月 

２００単位／月 

入院されるにあたり、入院先の職員に対して必要な情報を入院

した日のうちに提供した場合に算定。 

同じく、入院した日の翌日又は翌々日に提供した場合に算定。 

退院・退所加算 

    加算Ⅰ 

     

 

加算Ⅱ 

 

     

加算Ⅲ 

 

４５０単位／月 

６００単位／月 

 

６００単位／月 

７５０単位／月 

 

９００単位／月 

入院・入所されていた方が、退院・退所するにあたり病院・施

設の職員と面談を行い、必要な情報の提供を受けた上で、居宅

サービス計画を作成しサービスの利用の調整を行った際に算

定。入院・入所期間中に３回まで。加算Ⅲを算定できるのは、

そのうち 1 回以上入院中の担当医との会議（退院時カンファレ

ンス等）に参加して、退院・退所後の在宅での療養上必要な説

明を行った上で居宅サービス計画を作成し、居宅サービス等の

利用に関する調整を行った場合に限る。 

緊急時等居宅カンフ

ァレンス加算 

２００単位 

×２回／月 

病院の職員と共に居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要

に応じてサービス利用に関する調整を行った場合に算定。 

通院時情報連携加算 ５０単位／月 病院又は診療所において診察を受ける時に同席し、医師又は歯

科医師に対して情報提供を行うとともに医師等から情報提供を

受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合に算定 

ターミナルケアマネ

ジメント加算 

４００単位／月 在宅で死亡した利用者に対して、その死亡日及び死亡日前 14日

以内に 2日以上居宅を訪問し、利用者の心身の状況等を記録し、

主治医及び居宅サービス事業者に提供した場合に算定。 

※ 厚生労働大臣が定める基準額（介護報酬の告示上の額）によるものとし、福井市は地区区分

が「７級地」であるため、上記１．２．の表の単位数に１０．２１円を乗じた金額となります。 

※ 重要事項説明書 １に記載されているサービス提供地域以外にお住まいの方は、上記１．２．

の表の金額に５％を加算した金額となります。 

※居宅介護支援契約の解約の際の料金は頂きません。   

要支援１・２    ４７２  単位／月  

要介護１～２ １,０８６ 単位／月 

要介護３～５ １,４１１ 単位／月 


